
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成平成平成平成 22225555 年度決算年度決算年度決算年度決算    財務書類財務書類財務書類財務書類    
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H25H25H25H25決算決算決算決算　　　　普通会計財務書類普通会計財務書類普通会計財務書類普通会計財務書類（（（（要約版要約版要約版要約版））））

○○○○貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表　　　　【平成26年3月31日現在】 （単位：千円）

１．公共資産 １．固定負債

(1)有形固定資産 57,972,682 　(1)地方債 16,595,582

(2)売却可能資産 106,959 　(2)退職手当引当金 3,174,281

２．投資等 ２．流動負債

(1)投資及び出資金 4,346,046 　(1)翌年度償還予定地方債 1,743,182

(2)貸付金 142,987 　(2)賞与引当金 95,913

(3)基金等 2,014,269 21,608,958

(4)長期延滞債権 226,363

(5)回収不能見込額 △ 90,532 １．公共資産等整備国県補助金等 10,571,508

３．流動資産 ２．公共資産等整備一般財源等 43,668,514

(1)現金預金 3,146,503 ３．その他一般財源等 △ 8,056,619

　　　　うち歳計現金 372,613 ４．資産評価差額等 83,186

(2)未収金 10,270 46,266,589

67,875,547 67,875,547

○○○○行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書 （単位：千円） ○○○○純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書 （単位：千円）

【自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日】 【自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日】

期首純資産残高 45,550,352

１．人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 10,815,392

(1)人件費 1,584,596 一般財源　　・町税 1,831,860

(2)退職手当引当金繰入金等 103,510 　　　　　　　　・地方交付税 6,996,986

(3)賞与引当金 95,913 　　　　　　　　・その他 851,061

２．物にかかるコスト 補助金等受入 1,934,415

(1)物件費 1,697,939 臨時損益 △ 82,693

(2)維持補修費 132,483

(3)減価償却費 2,627,848 期末純資産残高 46,266,589

３．移転支出的なコスト

(1)社会保障給付費 1,049,433 ○○○○資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書 （単位：千円）

(2)補助金等 1,280,364 【自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日】

(3)他会計等への支出額 2,170,749

(4)他団体への公共資産整備補助金等 129,889 　支出合計 8,551,472

４．その他のコスト 　収入合計 12,368,554

(1)支払利息 239,519 経常的収支額 3,817,082

(2)回収不能見込額 △ 7,728

11,104,515 　支出合計 2,778,872

　収入合計 1,861,355

１．使用料・手数料 199,152 公共資産整備収支額 △ 917,517

２．分担金・負担金・寄附金 89,971

289,123 　支出合計 2,912,625

　収入合計 105,647

10,815,392 投資・財務的収支額 △ 2,806,978

当年度歳計現金増減額 92,587

期首歳計現金残高 280,026

期末歳計現金残高 372,613

３．投資・財務的収支の部

経常収益

経常行政コスト

合計(a)

合計(b)

純経常行政コスト(a-b)

資産合計 負債及び純資産合計

純資産合計

負債の部資産の部

純資産の部

負債合計

１．経常的収支の部

２．公共資産整備収支の部



普通会計の財務書類４表の概要 
 

 

（１）貸借対照表（作成基準日：平成 26 年 3 月 31 日） 

 

(ｱ) 資産の部 

資産の総額は 678 億 7,554 万 7 千円で、内訳は、「公共資産」580 億 7,964 万 1 千円、

「投資等」66 億 3,913 万 3 千円、「流動資産」31 億 5,677 万 3千円となっています。 

「公共資産」のうち「有形固定資産」は 579 億 7,268 万 2 千円で、決算統計におけ

る昭和44年度から平成25年度までの普通建設事業費累計額1,200億 4,479万円から

減価償却累計額 620 億 7,210 万 8 千円を控除したものを計上しています。「売却可能

資産」は１億 695 万９千円で、平成 19 年度以降に鑑定評価を行った普通財産で、平

成 25 年度末において香美町所有となっているものを計上しています。 

 「投資等」のうち「投資及び出資金」は 43 億 4,604 万 6 千円で、企業会計（公立

香住病院、水道事業、下水道事業）への出資や但馬ふるさと市町村圏基金などです。

「基金等」は 20 億 1,426 万 9 千円で、地域振興基金 11 億 2,635 万円などを計上して

います。「長期延滞債権」は納付期限などから１年以上経過しているにもかかわらず

収入されていないもので、2 億 2,636 万 3 千円となっています。 

 「流動資産」のうち「現金預金」は 31 億 4,650 万 3 千円で、内訳は、財政調整基

金 22 億 9,366 万円、減債基金 4 億 8,023 万円、歳計現金 3 億 7,261 万 3 千円となっ

ています。「未収金」は平成 25 年度の歳入として調定されましたが、収入のなかった

地方税などで、1,027 万円となっています。 

 

(ｲ) 負債の部 

  負債の総額は 216 億 895 万 8 千円で、内訳は、「固定負債」197 億 6,986 万 3 千円、

「流動負債」18 億 3,909 万 5 千円となっています。 

  「固定負債」のうち「地方債」は 165 億 9,558 万 2 千円で、平成 25 年度末地方債

残高 183 億 3,876 万 4千円のうち、平成 26年度以降に償還が予定されているものを

計上しています。「退職手当引当金」は、全職員が退職したと仮定した場合に必要と

なる退職手当の額 19億 9,720 万 9 千円と、兵庫県市町村職員退職手当組合への特別

負担金（これまでに支給された退職手当累計額とこれまでに負担した退職手当負担

金累計額との差額）として、平成 26 年度以降に負担しなければならない 11 億 7,707

万 2 千円との合計額を計上しています。 

  「流動負債」のうち「翌年度償還予定地方債」は 17 億 4,318 万 2 千円で、平成 25

年度末地方債残高のうち、平成 26 年度に償還が予定されているものを計上していま

す。 



 

(ｳ) 純資産の部 

  純資産の総額は 462 億 6,658 万 9 千円で、内訳は、「公共資産等整備国県補助金等」

105 億 7,150 万 8 千円、「公共資産等整備一般財源等」436 億 6,851 万 4 千円、「その

他一般財源等」△80億 5,661 万 9 千円、「資産評価差額等」8,318 万６千円となって

います。 

 

 

（２）行政コスト計算書（対象期間：平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日） 

 

(ｱ) 経常行政コスト 

   経常行政コストの総額は 111 億 451 万 5 千円で、内訳は、「人にかかるコスト」17

億 8,401 万 9 千円、「物にかかるコスト」44 億 5,827 万円、「移転支出的なコスト」

46 億 3,043 万 5 千円、「その他のコスト」2億 3,179 万 1 千円となっています。 

   「物にかかるコスト」のなかで一番多額となっているのは、貸借対照表に計上し

ている有形固定資産に係る「減価償却費」で、26 億 2,784 万 8 千円となっています。 

   「移転支出的なコスト」のなかで一番多額となっているのは、下水道事業企業会

計、公立香住病院事業企業会計などに対する「他会計等への支出額」で、21 億 7,074

万 9 千円となっています。 

 

(ｲ) 経常収益 

経常収益の総額は 2億 8,912 万 3 千円で、経常行政コストに係る「使用料・手数料」、

「分担金・負担金・寄附金」を計上しています。 

 

(ｳ) 純経常行政コスト 

  経常行政コストから経常収益を差し引きした純経常行政コストは108億1,539万2

千円となっており、経常収益の外に、町税、地方交付税、国や県からの補助金など

で賄うべきコストがどれだけあるかを表しています。 

 

（３）純資産変動計算書（対象期間：平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日） 

   期首純資産残高は 455 億 5,035 万 2 千円、期末純資産残高は 462 億 6,658 万 9 千

円であることから、平成 25 年度において、純資産は 7 億 1,623 万 7 千円増加したこ

とになります。 

   純資産の増減に係る内訳は、「純経常行政コスト」△108 億 1,539 万 2 千円、「一般

財源（町税、地方交付税等）」96 億 7,990 万 7 千円、「補助金等受入（国や県からの

補助金）」19 億 3,441 万 5 千円などです。 



 

（４）資金収支計算書（対象期間：平成 25年 4 月 1 日～平成 26年 3 月 31 日） 

 

(ｱ) 経常的収支の部 

  支出は 85 億 5,147 万 2 千円で、人件費、物件費などの経常経費、借入金返済額の

うち利息分、他会計の事務費に対する繰出金などが計上されています。 

  収入は 123 億 6,855 万 4 千円で、町税、地方交付税、使用料・手数料、国や県か

らの補助金などが計上されています。 

  収支は 38 億 1,708 万 2 千円の黒字となっています。 

 

(ｲ) 公共資産整備収支の部 

  支出は 27 億 7,887 万 2 千円で、建設事業費などが計上されています。 

  収入は 18 億 6,135 万 5 千円で、建設事業に係る国や県からの補助金、地方債など

が計上されています。 

  収支は 9 億 1,751 万 7 千円の赤字となっていますが、これは、経常的収支、つま

り、一般財源で賄われています。 

 

(ｳ) 投資・財務的収支の部 

  支出は 29 億 1,262 万 5 千円で、借入金返済額のうち元金分、他会計の借入金返済

額のうち元金分に対する繰出金、基金への積み立て分などが計上されています。 

  収入は 1 億 564 万 7 千円で、貸付金回収額などが計上されています。 

  収支は 28 億 697 万 8 千円の赤字となっていますが、これは、経常的収支、つまり、

一般財源で賄われています。 

 

(ｴ) 期末歳計現金残高 

  「経常的収支」、「公共資産整備収支」、「投資・財務的収支」により、平成 25 年度

歳計現金の増減額は 9,258 万 7 千円の増となり、期首歳計現金残高 2 億 8,002 万 6

千円に加えると、期末歳計現金残高は 3 億 7,261 万 3 千円になりました。 

 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 16,595,582

①生活インフラ・国土保全 22,121,271 (2) 長期未払金

②教育 13,531,504 ①物件の購入等

③福祉 1,854,606 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 2,884,774 ③その他

⑤産業振興 10,859,423 長期未払金計 0

⑥消防 795,874 (3) 退職手当引当金 3,174,281

⑦総務 5,925,230 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 57,972,682 固定負債合計 19,769,863

(2) 売却可能資産 106,959

公共資産合計 58,079,641 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,743,182

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 4,346,046 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 95,913

投資及び出資金計 4,346,046 流動負債合計 1,839,095

(2) 貸付金 142,987

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 21,608,958

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,210,516

③土地開発基金 693,437 [純資産の部]

④その他定額運用基金 110,316 １　公共資産等整備国県補助金等 10,571,508

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 2,014,269 ２　公共資産等整備一般財源等 43,668,514

(4) 長期延滞債権 226,363

(5) 回収不能見込額 △ 90,532 ３　その他一般財源等 △ 8,056,619

投資等合計 6,639,133

４　資産評価差額 83,186

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 46,266,589

①財政調整基金 2,293,660

②減債基金 480,230

③歳計現金 372,613

現金預金計 3,146,503

(2) 未収金

①地方税 9,940

②その他 1,549

③回収不能見込額 △ 1,219

未収金計 10,270

流動資産合計 3,156,773

資　　産　　合　　計 67,875,547 負 債 ・ 純 資 産 合 計 67,875,547

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち13,682,202千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 36,696,296 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 18,338,764 千円 18,338,764 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 30,933 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 15,324,961 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 165,861 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 2,835,777 千円 2,835,777 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 26,574,100 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,418,263 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 171,041 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 22,984,796 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 10,122,196 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は9,028,593千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は59,431,396千円です。

貸借対照表
（平成２６年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0

592,774

45,288

769,387

1,081,184

1,847,487

18,763

339,603

4,694,486

755,779

1,895,433

2,043,274

4,694,486

378,507

0

1,512,124

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

0

0

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

30,933

15,324,961

165,861

0



１－２

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,584,596 14.3% 115,478 374,840 163,873 160,431 168,917 26,229 484,307 90,521 0

（２）退職手当引当金繰入等 103,510 0.9% 9,910 23,552 13,345 12,254 12,955 126 29,728 1,640 0

１ （３）賞与引当金繰入額 95,913 0.9% 6,990 22,688 9,919 9,711 10,224 1,588 29,314 5,479 0

小　　計 1,784,019 16.1% 132,378 421,080 187,137 182,396 192,096 27,943 543,349 97,640 0

（１）物件費 1,697,939 15.3% 51,469 563,584 161,306 252,386 229,344 28,963 406,085 4,776 26

（２）維持補修費 132,483 1.2% 119,681 8,866 37 3,249 650 0 0 0

（３）減価償却費 2,627,848 23.7% 688,057 378,941 144,206 337,589 823,942 33,935 221,178 0

小　　計 4,458,270 40.1% 859,207 951,391 305,549 593,224 1,053,936 62,898 627,263 4,776 0 26

（１）社会保障給付 1,049,433 9.5% 7,047 1,033,048 9,338

（２）補助金等 1,280,364 11.5% 159,018 118,132 143,846 157,328 139,858 466,762 93,467 1,953 0

３ （３）他会計等への支出額 2,170,749 19.5% 642,950 0 777,708 573,785 176,306 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

129,889 1.2% 27,133 0 17,347 0 63,369 3,377 18,663 0 0

小　　計 4,630,435 41.7% 829,101 125,179 1,971,949 740,451 379,533 470,139 112,130 1,953 0

（１）支払利息 239,519 2.2% 239,519

（２）回収不能見込計上額 △ 7,728 -0.1% △ 7,728

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 231,791 2.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 239,519 △ 7,728 0

11,104,515 1,820,686 1,497,650 2,464,635 1,516,071 1,625,565 560,980 1,282,742 104,369 239,519 △ 7,728 26

（　構　成　比　率　） 16.4% 13.5% 22.2% 13.7% 14.6% 5.1% 11.6% 0.9% 2.2% -0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 199,152 20,054 13,094 23,702 57,254 23,808 0 13,395 0 0 32,176 15,669

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 89,971 728 0 58,655 △ 437 6,160 112 19,628 0 0 0 5,125

289,123 20,782 13,094 82,357 56,817 29,968 112 33,023 0 0 32,176 20,794

ｄ／ａ 2.60% 1.1% 0.9% 3.3% 3.7% 1.8% 0.0% 2.6% 0.0% 0.0% 123753.8%

10,815,392 1,799,904 1,484,556 2,382,278 1,459,254 1,595,597 560,868 1,249,719 104,369 239,519 △ 7,728 △ 32,150 △ 20,794

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

行政コスト計算書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ



１－３

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 45,550,352 10,892,643 43,430,669 △ 8,856,146 83,186

純経常行政コスト △ 10,815,392 △ 10,815,392

一般財源

地方税 1,831,860 1,831,860

地方交付税 6,996,986 6,996,986

その他行政コスト充当財源 851,061 851,061

補助金等受入 1,934,415 298,726 1,635,689

臨時損益

災害復旧事業費 △ 92,621 △ 92,621

公共資産除売却損益 9,928 9,928

投資損失 0 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 715,222 △ 715,222

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 482,049 △ 482,049

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 119,850 119,850

減価償却による財源増 △ 619,861 △ 2,007,987 2,627,848

地方債償還に伴う財源振替 1,168,411 △ 1,168,411

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 46,266,589 10,571,508 43,668,514 △ 8,056,619 83,186

純資産変動計算書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日



１－４

（単位：千円）

人件費 1,939,970

物件費 1,697,939

社会保障給付 1,049,433

補助金等 1,280,364

支払利息 239,519

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 2,119,143

その他支出 225,104

支 出 合 計 8,551,472

地方税 1,820,633

地方交付税 6,979,278

国県補助金等 1,577,632

使用料・手数料 201,982

分担金・負担金・寄附金 66,810

諸収入 333,212

地方債発行額 922,833

基金取崩額 65,879

他会計繰入金 13,013

その他収入 387,282

収 入 合 計 12,368,554

経 常 的 収 支 額 3,817,082

公共資産整備支出 2,535,739

公共資産整備補助金等支出 98,057

他会計等への建設費充当財源繰出支出 145,076

支 出 合 計 2,778,872

国県補助金等 356,783

地方債発行額 1,497,404

基金取崩額 891

その他収入 6,277

収 入 合 計 1,861,355

公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 917,517

投資及び出資金 0

貸付金 35,403

基金積立額 763,570

定額運用基金への繰出支出 5,041

他会計等への公債費充当財源繰出支出 315,825

地方債償還額 1,792,786

支 出 合 計 2,912,625

国県補助金等 0

貸付金回収額 63,258

基金取崩額 0

地方債発行額 0

公共資産等売却収入 9,928

その他収入 32,461

収 入 合 計 105,647

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 2,806,978

翌年度繰上充用金増減額 0

当年度歳計現金増減額 92,587

期首歳計現金残高 280,026

期末歳計現金残高 372,613

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成24年度における一時借入金の借入限度額は2,000,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は278千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額 14,335,556
　繰越金 △ 0
　地方債発行額 △ 2,420,237
　財政調整基金等取崩額 △ 0
　支出総額 △ 14,242,969
　地方債償還額 1,792,786
　財政調整基金等積立額 599,878
　　基礎的財政収支 65,014

資金収支計算書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部



普通会計の財務書類４表の分析 
 

 

 普通会計の財務書類の分析に当たって、「将来にわたって安定的に行政サービスを受け

ることができるか、それを可能にする財政状況か」という町民の皆さんの関心（ニーズ）

を以下の視点に整理し、それに関連する指標等を用いて分析を行いました。 

 

分析の視点 住民等のニーズ 指標等

（１）資産形成度
将来世代に残る資産は
どれくらいあるのか

(ｱ)資産
(ｲ)住民一人当たり資産額
(ｳ)有形固定資産の行政目的別割合
(ｴ)歳入額対資産比率
(ｵ)資産老朽化比率

（２）世代間公平性
将来世代と現世代との
負担の分担は適切か

(ｱ)純資産比率
(ｲ)社会資本等形成の世代間負担比率
　（将来世代負担比率）

（３）持続可能性
　　　（健全性）

財政に持続可能性があ
るのか（どれくらい借
金があるのか）

(ｱ)負債
(ｲ)住民一人当たり負債額
(ｳ)基礎的財政収支

（４）効率性
行政サービスは効率的
に提供されているか

(ｱ)住民一人当たり行政コスト
(ｲ)性質別行政コスト
(ｳ)行政目的別行政コスト
(ｴ)行政コスト対公共資産比率

（５）弾力性
資産形成を行う余裕は
どのくらいあるか

(ｱ)行政コスト対税収等比率

（６）自律性

歳入はどれくらい税金
等でまかなわれている
か（受益者負担の水準
はどうなっているか）

(ｱ)受益者負担の割合

 

 ※分析の視点、指標等：「地方公共団体における財務書類の活用と公表について」 

（地方公会計の整備促進に関するワーキンググループ） 

 ※指標等の平均値：「新地方公会計制度の徹底解説」（監査法人トーマツ編著） 

 



（１）資産形成度「将来世代に残る資産はどれくらいあるのか」 

(ｱ) 資産 

   貸借対照表の資産を経年で比較することにより、資産総額の推移及び資産形成の

傾向を把握することができます。 

   主な増減要因は、「有形固定資産」が減価償却などにより 1億 7,200 万円の減、「投

資及び出資金」は簡易水道事業、下水道事業の法適化に伴い、出資などにより 4 億

900 万円の増、「現金預金」は財政調整基金の積立などにより 7 億 7,800 万円の増と

なっています。 

（単位:百万円､%）

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率

公共資産 58,252 87.1 58,080 85.6 △ 172 △ 0.3

有形固定資産 58,145 87.0 57,973 85.4 △ 172 △ 0.3

売却可能資産 107 0.2 107 0.2 0 0.0

投資等 6,206 9.3 6,639 9.8 433 7.0

投資及び出資金 3,937 5.9 4,346 6.4 409 10.4

貸付金 171 0.3 143 0.2 △ 28 △ 16.4

基金等 1,997 3.0 2,014 3.0 17 0.9

長期延滞債権 202 0.3 226 0.3 24 11.9

回収不能見込額 △ 101 △ 0.2 △ 90 △ 0.1 11 △ 10.9

流動資産 2,388 3.6 3,157 4.7 769 32.2

現金預金 2,369 3.5 3,147 4.6 778 32.8

未収金 19 0.0 10 0.0 △ 9 △ 47.4

66,846 100.0 67,876 100.1 1,030 1.5資産合計

24年度 25年度 比較

 

 

(ｲ) 住民一人当たり資産額 

   資産額を住民一人当たりの資産額とすることにより、町民の皆さんにとって分か

りやすい情報となります。（平均値：1,000 千円～5,000 千円） 

                              

   ※資産合計：「貸借対照表」の「資産合計」 

   ※住民基本台帳人口：当該年度 3月 31 日現在 

23年度 24年度 25年度

住民一人当たり資産額(千円） 3,275 3,324 3,442

資産合計(百万円) 66,715 66,846 67,876

住民基本台帳人口(人) 20,374 20,112 19,720  

 

 

 

住民一人当たり資産額 ＝ 資産合計／住民基本台帳人口 



(ｳ) 有形固定資産行政目的別割合 

   有形固定資産の行政目的別割合をみることにより、行政分野ごとの社会資本形成の

比重を把握できます。 

   道路などの「生活インフラ・国土保全」が 38.2％と最も高く、次に小学校・中学

校などの「教育」が 23.3％となっています。 

（単位:百万円､%）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

生活インフラ・国土保全 22,952 39.0 22,526 38.7 22,121 38.2

教育 11,572 19.7 12,521 21.5 13,532 23.3

福祉 2,043 3.5 1,919 3.3 1,855 3.2

環境衛生 3,374 5.7 3,144 5.4 2,885 5.0

産業振興 12,167 20.7 11,486 19.8 10,859 18.7

消防 439 0.7 456 0.8 796 1.4

総務 6,294 10.7 6,093 10.5 5,925 10.2

有形固定資産合計 58,841 100.0 58,145 100.0 57,973 100.0

23年度 24年度 25年度

 

 

(ｴ) 歳入額対資産比率 

当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成され

たストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、町の資産形成の度合

いを測ることができます。（平均値：3年～7年） 

                        

   ※資産合計：「貸借対照表」の「資産合計」 

   ※歳入総額：「資金収支計算書」の各部「収入合計」の総額と「期首歳計現金残高」の合計 

23年度 24年度 25年度

歳入額対資産比率(年） 4.7 4.8 4.6

資産合計(百万円) 66,715 66,846 67,876

歳入総額(百万円) 14,307 13,950 14,616  

 

(ｵ) 資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算す

ることにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体と

して把握することができます。（平均値：35％～50％） 

 

   ※減価償却累計額、土地：「貸借対照表」の注記５ 

   ※有形固定資産：「貸借対照表」の「有形固定資産合計」 

歳入額対資産比率 ＝ 資産合計／歳入総額 

資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 



23年度 24年度 25年度

資産老朽化比率(％) 53.2 54.8 55.9

減価償却累計額(百万円) 56,744 59,431 62,072

有形固定資産－土地＋減
価償却累計額(百万円)

106,568 108,547 111,009
 

 

（２）世代間公平性「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」 

 

(ｱ) 純資産比率 

   町は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。したが

って、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動されたことを意

味します。例えば、純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった

資源を消費して便益を享受する一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し、

逆に、純資産の増加は、現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄

積したものといえます。（平均値：60％～70％） 

                      

   ※純資産総額：「貸借対照表」の「純資産合計」 

   ※資産総額：「貸借対照表」の「資産合計」 

23年度 24年度 25年度

純資産比率(％) 67.8 68.1 68.2

純資産総額(百万円) 45,201 45,550 46,267

資産総額(百万円) 66,715 66,846 67,876  

 

(ｲ) 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

   社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充

当負債の割合）をみることにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把

握することができます。（平均値：15％～40％） 

 

 

    ※地方債：「貸借対照表」の「地方債」＋「翌年度償還予定地方債」（ただし、普通建設事業

費などの財源にもならないものは除く） ※（除外）臨時財政対策債、減税補てん債 

   ※未払金：「貸借対照表」の「長期未払金①物件の購入等」＋「未払金」（物件の購入等） 

   ※公共資産：「貸借対照表」の「公共資産合計」 

※投資等：「貸借対照表」の「投資等合計」 

純資産比率 ＝ 純資産総額／資産総額 

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

 ＝（地方債残高＋未払金）／（公共資産＋投資等） 



23年度 24年度 25年度

将来世代負担比率(％) 19.7 19.4 19.8

地方債残高(百万円) 12,828 12,527 12,835

公共資産合計(百万円) 65,024 64,458 64,719  

 

 

 

（３）持続可能性（健全性）「財政に持続可能性があるのか（どれくらい借金があるのか）」 

(ｱ) 負債 

貸借対照表の負債を経年で比較することにより、負債総額の推移及び負債形成の

傾向を把握することができます。 

   主な増減要因は、｢地方債｣が村岡小学校整備事業等により、6億1,300万円の増とな

っています。 

（単位:百万円､%）

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率

固定負債 19,346 90.8 19,770 91.5 424 2.2

地方債 15,983 75.1 16,596 76.8 613 3.8

退職手当引当金 3,363 15.8 3,174 14.7 △ 189 △ 5.6

流動負債 1,950 9.2 1,839 8.5 △ 111 △ 5.7

翌年度償還予定地方債 1,851 8.7 1,743 8.1 △ 108 △ 5.8

賞与引当金 99 0.5 96 0.4 △ 3 △ 3.0

21,296 100.0 21,609 100.0 313 1.5負債合計

24年度 25年度 比較

 

 

(ｲ) 住民一人当たり負債額 

   負債額を住民一人当たりの負債額とすることにより、町民の皆さんにとって分か

りやすい情報となります。（平均値：300 千円～2,000 千円） 

 

   ※負債総額：「貸借対照表」の「負債合計」 

   ※住民基本台帳人口：当該年度 3月 31 日現在 

23年度 24年度 25年度

住民一人当たり負債額(千円） 1,056 1,059 1,096

負債総額(百万円) 21,514 21,296 21,609

住民基本台帳人口(人) 20,374 20,112 19,720  

 

(ｳ) 基礎的財政収支(プライマリーバランス)  

地方債の元利償還額などを除いた歳出と、地方債発行収入などを除いた歳入のバラ

住民一人当たり負債額 ＝ 負債総額／住民基本台帳人口 



ンスをみるもので、これがゼロあるいはプラスであれば実質的な地方債の増加率は長

期金利以下となり、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債

の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。 

 

 

   ※基礎的財政収支：「資金収支計算書」の注記２ 

23年度 24年度 25年度

基礎的財政収支（百万円） 1,098 448 △ 215  

 

（４）効率性「行政サービスは効率的に提供されているか」 

 

(ｱ) 住民一人当たり行政コスト 

行政コスト計算書で算出される純経常行政コストを住民一人当たり純経常行政コス

トとすることにより、町の経常的な行政活動の効率性を測定することができます。（平

均値：200千円～900千円） 

 

   ※純経常行政コスト：「行政コスト計算書」の「純経常行政コスト」 

   ※住民基本台帳人口：当該年度 3月 31 日現在 

23年度 24年度 25年度

住民一人当たり行政コスト(千円） 540 538 548

純経常行政コスト(百万円) 10,996 10,828 10,815

住民基本台帳人口(人) 20,374 20,112 19,720  

 

(ｲ) 性質別行政コスト 

行政コスト計算書では、発生主義による性質別の行政コストを把握することができ

ます。 

他会計等への支出額などの「移転支出的なコスト」が46億3,100万円（41.7％）と最

も高く、次に減価償却費などの「物にかかるコスト」が44億5,800万円（40.1％）とな

っています。 

（単位:百万円､%）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

人にかかるコスト 1,863 16.5 1,898 17.0 1,784 16.1

物にかかるコスト 4,506 39.8 4,409 39.5 4,458 40.1

移転支出的なコスト 4,642 41.0 4,568 41.0 4,631 41.7

その他コスト 307 2.7 273 2.4 232 2.1

合　　　計 11,318 100.0 11,148 99.9 11,105 100.0

23年度 24年度 25年度

 

基礎的財政収支 ＝ 収入総額－地方債発行額－財政調整基金等取崩額－ 

         支出総額＋地方債償還額＋財政調整基金等積立額 

住民一人当たり行政コスト ＝ 純経常行政コスト／住民基本台帳人口 



(ｳ) 行政目的別行政コスト 

行政コスト計算書では、性質別行政コストのほか、行政目的別の行政コストが把握

できます。 

「福祉」が24億6,500万円（22.2％）と最も高く、次に「生活インフラ・国土保全」

が18億2,100万円（16.4％）となっています。 

（単位:百万円､%）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

生活インフラ・国土保全 1,764 15.6 1,724 15.5 1,821 16.4

教育 1,450 12.8 1,501 13.5 1,498 13.5

福祉 2,428 21.5 2,445 21.9 2,465 22.2

環境衛生 1,557 13.8 1,505 13.5 1,516 13.7

産業振興 1,899 16.8 1,839 16.5 1,626 14.6

消防 558 4.9 543 4.9 561 5.1

総務 1,236 10.9 1,211 10.9 1,283 11.6

その他 426 3.7 380 3.3 335 2.9

合　　　計 11,318 100.0 11,148 100.0 11,105 100.0

23年度 24年度 25年度

 

 

(ｴ) 行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率をみることで、どれだけの資産でどれだけの行

政サービスを提供しているか(資産が効率的に活用されているか)を分析することがで

きます。（平均値：10％～30％） 

           

   ※経常行政コスト：「行政コスト計算書」の「経常行政コスト」 

   ※公共資産：「貸借対照表」の「公共資産合計」 

23年度 24年度 25年度

行政コスト対公共資産比率（％） 19.2 19.1 19.1

経常行政コスト(百万円) 11,318 11,148 11,105

公共資産(百万円) 58,948 58,252 58,080  

 

 

（５）弾力性「資産形成を行う余裕はどのくらいあるか」 

 

(ｱ) 行政コスト対税収等比率 

税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率をみることによって、当該

年度の税収等のうち、どれだけが資産形成の伴わない純経常行政コストに費消された

のかが分かります。この比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さ

行政コスト対公共資産比率 ＝ 経常行政コスト／公共資産 



らに100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。（平均

値：90％～110％） 

 

  ※純経常行政コスト：「純資産変動計算書」の「純経常行政コスト」 

    ※税収等：「純資産変動計算書」の「一般財源」「補助金等受入（その他一般財源等の列）」「減

価償却による財源増（公共資産等整備国県補助金等の列の値の絶対値）」の合計額に、臨時財

政対策債の当年度発行額を加えた額 

23年度 24年度 25年度

行政コスト対税収等比率（％） 88.7 86.5 86.9

純経常行政コスト(百万円) 10,996 10,828 10,815

税収等（百万円） 12,402 12,520 12,451  

 

 

（６）自立性「歳入はどれくらい税金等でまかなわれているか（受益者負担の水準はどう

なっているか）」 

 

(ｱ) 受益者負担の割合 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負

担の金額ですので、これを経常行政コストと比較することにより、行政サービスの提

供に対する受益者負担の割合を算出することができます。（平均値：2％～8％） 

                           

   ※経常収益：「行政コスト計算書」の「経常収益」 

   ※経常行政コスト：「行政コスト計算書」の「経常行政コスト」 

23年度 24年度 25年度

受益者負担の割合（％） 2.8 2.9 2.6

経常収益(百万円) 322 320 289

経常行政コスト(百万円) 11,318 11,148 11,105  

 

行政コスト対税収等比率 ＝ 純経常行政コスト／税収等 

受益者負担の割合 ＝ 経常収益／経常行政コスト 



H25H25H25H25決算決算決算決算　　　　町全体財務書類町全体財務書類町全体財務書類町全体財務書類（（（（要約版要約版要約版要約版））））

○○○○貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表　　　　【平成26年3月31日現在】 （単位：千円）

１．公共資産 １．固定負債

(1)有形固定資産 94,373,129 　(1)地方債 35,211,770

(2)無形固定資産 64,452 　(2)長期未払金 0

(3)売却可能資産 106,959 　(3)引当金 4,500,524

２．投資等 　(4)その他 0

(1)投資及び出資金 667,663

(2)貸付金 83,180 ２．流動負債

(3)基金等 2,426,156 　(1)翌年度償還予定地方債 4,487,208

(4)長期延滞債権 368,187 　(2)短期借入金 10,000

(5)その他 200 　(3)未払金 159,105

(6)回収不能見込額 △ 115,607 　(4)翌年度支払予定退職手当 0

３．流動資産 　(5)賞与引当金 179,179

(1)資金 3,948,478 　(6)その他 6,256

(2)未収金 △ 76,428

(3)販売用不動産 12,384

(4)その他 11,192

(5)回収不能見込額 △ 6,774

４．繰延勘定 21,307

101,884,478 101,884,478

○○○○行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書 （単位：千円） ○○○○純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書 （単位：千円）

【自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日】 【自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日】

期首純資産残高 52,340,207

１．人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 10,944,276

(1)人件費 2,247,671 一般財源 9,720,118

(2)退職手当引当金繰入金等 150,942 補助金等受入 2,056,922

(3)賞与引当金 176,512 臨時損益 △ 98,774

２．物にかかるコスト 出資の受入・新規設立 1,753,813

(1)物件費 2,906,631 資産評価替えによる変動額 0

(2)維持補修費 180,075 その他 2,502,426

(3)減価償却費 3,530,373 期末純資産残高 57,330,436

３．移転支出的なコスト

(1)社会保障給付費 4,650,140 ○○○○資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書 （単位：千円）

(2)補助金等 2,317,085 【自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日】

(3)他会計等への支出額 342,563

(4)他団体への公共資産整備補助金等 129,889 　支出合計 13,983,651

４．その他のコスト 　収入合計 18,908,040

(1)支払利息 651,249 経常的収支額 4,924,389

(2)回収不能見込額 △ 3,210

(3)その他行政コスト 23,445 　支出合計 3,066,846

17,303,365 　収入合計 2,240,527

公共資産整備収支額 △ 826,319

200,441

3,307,408 　支出合計 4,076,720

1,017,988 　収入合計 527,899

1,577,053 投資・財務的収支額 △ 3,548,821

256,199 翌年度繰上充用金増減額 △ 126,567

6,359,089 当年度歳計現金増減額 549,249

期首歳計現金残高 751,906

10,944,276 期末歳計現金残高 1,174,588

負債及び純資産合計

１．使用料・手数料

２．分担金・負担金・寄附金

４．事業収益

負債合計 44,554,042

負債の部資産の部

純資産の部

３．保険料

純資産合計 57,330,436

経常行政コスト

合計(a)

資産合計

純経常行政コスト(a-b)

１．経常的収支の部

２．公共資産整備収支の部

３．投資・財務的収支の部

経常収益

５．その他特定行政サービス収入

合計(b)



Ｈ25Ｈ25Ｈ25Ｈ25決算決算決算決算　　　　連結財務書類連結財務書類連結財務書類連結財務書類（（（（要約版要約版要約版要約版））））

○○○○貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表　　　　【平成26年3月31日現在】 （単位：千円）

１．公共資産 １．固定負債

(1)有形固定資産 98,696,549 　(1)地方公共団体 35,211,770

(2)無形固定資産 65,740 　(2)関係団体 1,925,316

(3)売却可能資産 106,959 　(3)長期未払金 0

２．投資等 　(4)引当金 5,673,405

(1)投資及び出資金 634,954 　(5)その他 0

(2)貸付金 117,260 ２．流動負債

(3)基金等 2,805,307 　(1)翌年度償還予定地方債 4,647,568

(4)長期延滞債権 370,435 　(2)短期借入金 44,078

(5)その他 44,409 　(3)未払金 341,102

(6)回収不能見込額 △ 115,607 　(4)翌年度支払予定退職手当 0

３．流動資産 　(5)賞与引当金 199,467

(1)資金 5,073,577 　(6)その他 28,059

(2)未収金 219,682

(3)販売用不動産 12,384

(4)その他 63,465

(5)回収不能見込額 △ 6,797

４．繰延勘定 146,109

108,234,426 108,234,426

○○○○行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書 （単位：千円） ○○○○純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書 （単位：千円）

【自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日】 【自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日】

期首純資産残高 54,994,477

１．人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 12,098,235

(1)人件費 3,545,690 一般財源 9,727,527

(2)退職手当引当金繰入金等 280,793 補助金等受入 3,278,856

(3)賞与引当金 196,800 臨時損益 △ 98,816

２．物にかかるコスト 出資の受入・新規設立 1,860,815

(1)物件費 3,838,293 資産評価替えによる変動額 0

(2)維持補修費 209,181 その他 2,499,037

(3)減価償却費 3,728,037 期末純資産残高 60,163,661

３．移転支出的なコスト

(1)社会保障給付費 7,523,353 ○○○○資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書 （単位：千円）

(2)補助金等 1,510,469 【自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日】

(3)他会計等への支出額 0
(4)他団体への公共資産整備補助金等 129,889 　支出合計 18,269,767

４．その他のコスト 　収入合計 23,545,054

(1)支払利息 704,094 経常的収支額 5,275,287

(2)回収不能見込額 △ 3,210

(3)その他行政コスト 240,154 　支出合計 3,366,256

21,903,543 　収入合計 2,312,920

公共資産整備収支額 △ 1,053,336

208,280

4,532,073 　支出合計 4,250,108

1,017,988 　収入合計 634,196

3,487,861 投資・財務的収支額 △ 3,615,912

559,106 翌年度繰上充用金増減額 △ 126,567

9,805,308 当年度歳計現金増減額 606,039

期首歳計現金残高 1,820,221

12,098,235 経費負担割合変更に伴う差額 △ 6

期末歳計現金残高 2,299,687

負債及び純資産合計

４．事業収益

経常行政コスト

合計(a)

資産合計

合計(b)

純経常行政コスト(a-b)

１．経常的収支の部

２．公共資産整備収支の部

３．投資・財務的収支の部

経常収益

５．その他特定行政サービス収入

１．使用料・手数料

２．分担金・負担金・寄附金

３．保険料

純資産合計 60,163,661

負債の部資産の部

純資産の部

負債合計 48,070,765


